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序章 概要 

１  研究結果の概要  

社会・経済構造の変化ユビキタス産業の進展、企業・家庭のユビキタス化

エネルギー消費量の将来予測エネルギー消費量の将来予測エネルギー消費量の将来予測増大要因増大要因増大要因
減少要因減少要因減少要因

（参考）ユビキタスネット関連市場の拡大

８７．６兆円
（２０１０年）

重厚長大産業からの
産業構造の転換

・テレワーク、ＩＴＳによる通勤量
削減、交通渋滞削減。

・生産・物流・消費の効率化
（電子商取引、ＩＣタグ等）。

４１０万ｔ-ＣＯ２削減 (0.3%)

１,０７０万ｔ-ＣＯ２削減 (0.8%)

ユビキタスネット社会(2010年)は 2,650万ｔ （2.0%） のＣＯ２削減に貢献。

ユビキタス分野の電力消費の増加

ユビキタスシステム
による環境負荷低減

４５４.３ (53.7%増)２９５.５ユビキタス分野の
電力消費量

９，０５０.０ (8.0%増)８，３８０.０我が国の
使用電力量

２０１０年(予測)２０００年

(億ｋＷｈ)

使用電力量に対する
ユビキタスの割合

３．５％ ５．０％

１７２．１（59.2%増）１０８．１
端末（パソコン、
電話機等）

２８２．２(50.6%増)１８７．４ネットワーク
(含、サーバ類)

２０１０年(予測)２０００年

(億ｋＷｈ)

※利用者増、空調設備増、省エネ化等を考慮した試算値。

経済波及効果は１２０．５兆円

合 計

ＣＯ２排出量

２９５．５ ４５４．３ （53.7%増)

1,120万t-CO2 1,720万t-CO2 (※)

（参考）我が国の使用電力量に対する比率

（％： 2000年のCO2総排出量(13億3,700万ｔ)に対する比率。）

2010年におけるユビキタス関

連市場（情報通信機器、情報
通信サービス等）の拡大効果
を、2000年の経済規模と産業

連関表に適用して比較検討し
た結果。

※

結論

例

2,650万ｔ-CO2は、火力発電所10.6基分の年間CO2排出量に匹敵。
（火力発電所(40万kW)、稼働率80%で計算。）

２８．６兆円
（２００３年）

（２０００年）

１９．０兆円

1,480万ｔ-ＣＯ２削減 (1.1%)

600万ｔ-ＣＯ２増加 (0.4%)

1,770万ｔ-ＣＯ２削減 (1.3%)

 
 

本調査研究会では、ユビキタスネット社会（いつでも、どこでも、何でも、誰でも簡単に

ネットワークにつながる社会）が地球環境に与える影響について、産業連関表（2000 年）を

活用し、2010 年時点での我が国の環境負荷低減効果（CO2排出量削減効果）を分析した。 

分析の結果、2010 年を 2000 年と比較すると CO2排出量は、 

① インフラ・機器の使用増加等により 600 万 t-CO2増加。 
② ユビキタスシステムの活用による環境負荷低減効果により 1,480 万 t-CO2の削減。 
③ ユビキタス関連市場の拡大による産業構造の転換により 1,770 万 t-CO2の削減。 

差し引きで 2,650 万 t-CO2の削減（2.0%）1が実現されるとの結果が得られた。これは、火

力発電所 10.6 基分2の年間 CO2排出量に匹敵するものである。 

                                                 
1 2000 年の我が国の温室効果ガス総排出量（13 億 3,700 万 t-CO2）に対する比率 
2 出力 40 万 kW、設備利用率 80%で計算 
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２  京都議定書との関係  

・2002年の日本のCO2排出量133,100万ｔに対する削減目標量16,822万ｔの

京都議定書の達成目標との関係

１５．８％に貢献。
（2,650万ｔのＣＯ２削減量に対する割合。）

基準年比
+7.6%の増加

(+9,400万ｔ)

基準年
（1990年度）

133,100万ｔ

－６％
削減目標

(－7,400万ｔ）

ＣＯ２削減
目標量

16,822万ｔ
123,700万ｔ

116,300万ｔ

△

我が国のCO2排出量の現状

（％：2000年のCO2総排出量(133,700万ｔ)に対する比率）

基準年比
+10.2%の増加

(+12,600万ｔ)

2002年度

105,600万ｔ

117,400万ｔ

104,800万ｔ

△

基準年(1990年)の
エネルギー起源

ＣＯ２排出量

111,500万ｔ

基準年比
+5.4%の増加

(+67,00万ｔ)

基準年比
+0.6%の増加

(+800万ｔ)

2010年

現状対策

対策強化

（参考）エネルギー起源CO2排出量

2,650万t-CO2削減に貢献

（単位：万t-CO2）

▲ 2,650
(2.0%)▲1,770

(1.3%)

→差引

▲1,480
(1.1%)

+600
(0. 4%)

ユビキタス分野の
電力消費量の増加

ユビキタスシステムの
CO2削減効果

産業構造の転換による
ＣＯ２削減効果

エネルギー起源
ＣＯ２排出量
117,400万ｔ

その他
15,700万ｔ

京都議定書達成計画に盛り込ま
れる予定の対策に基づく見込み。

・ ユビキタスネットワークの整備

・ ＩＣＴ利活用の高度化

・ 利用環境整備

2002年度

ブロードバンドからさらに、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」つながるユビ
キタスネットワークへと進化。

（参考）ユビキタスネット社会実現のための条件

ユビキタスネット社会の進展によるCO2削減量(2010年)

ＩＣＴの「影(情報セキュリティ、プライバシー等)」への対策を含めた利用環境

の抜本的整備を実施。

2010年に向けて、様々な社会経済的な課題をＩＣＴの利活用のいっそうの高度

化によって解決し、期待を実現していくための幅広い分野の環境整備を実施。

 

 

京都議定書の目標（CO2等温室効果ガス排出量を 1990 年の排出量より 6%削減すること）

を履行する中で、2,650 万 t-CO2の削減量は、2002 年の CO2排出削減目標量 16,822 万 t-CO2

の 15.8%に貢献する。 

すなわち、ユビキタスネット社会の進展は、 

① 環境と経済の両立を実現 
② 環境と生活の利便性の向上の両立 
③ 人が無意識（ストレスフリー）のままに環境対策を実現可能 

なものとして、環境対策の観点からも非常に注目できる。 
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３ CO2 削減に資するユビキタスシステムの概要  
 

ユビキタスネット社会の進展により環境負荷低減（「京都議定書」の履行）へ貢献

ユビキタスネット社会の進展
経済成長・利便性向上と環境の両立

生産・流通・輸送 事務所・店舗 家 庭 生産・流通・輸送 事務所・店舗 家 庭

・ＩＴＳ
・エコドライブ
・信号機制御(ITSの双
方向化による情報の活用)

・ＢＥＭＳ
(ビルエネルギー
管理システム)

・ＨＥＭＳ
(ホームエネルギー
管理システム)

・ＳＣＭ
・電子タグの活用

・ペーパレスオフィス
・電子カルテ
・電子マネー

・電子出版
・音楽配信
・ソフト配信

エネルギー利用効率を改善 物の生産を効率化・紙の使用量を削減

無意識での省エネ化（ストレス・フリーで自動的）

提 言 環境計測

・超伝導デバイス
・量子効果デバイス
・ナノデバイス 等 多様な環境情報を包括的

に収集・分析し、迅速かつ
適切な対応を可能とする
ＣＯ２計測ネットワークの
構築。
（ＣＯ２可視化）

・研究開発

・支援策 生産・流通・輸送 家 庭

・物流・配送管理支援
システム

・オンラインショッピング
・音楽、画像、ソフト配信

人・物の移動を少なくする

事務所・店舗

・テレワーク
・ＴＶ会議
・遠隔医療

・ネットワークの省エネ化
・企業のユビキタス設備投資

(物のトレーサビリティ、

リサイクル・リユースの
自動化・効率化に貢献)

・省エネ型デバイス

・光ネットワーク技術

・センサーネットワーク、リ
モートセンシング等の活用

 

 

「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」ネットワークにつながるユビキタスネット社会

によって、「エネルギー利用効率が改善」、「物の生産を効率化」、「人や物の移動削減」という

効果が得られ、これにより CO2排出量（エネルギー消費量）が削減される。 
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（参考：環境負荷低減効果の試算方法の概要） 

 

▲ 26.5

CO2排出量の増減
（百万t-CO2）

▲ 0.9

▲ 0.1

▲ 0.8

▲ 0.8

▲ 0.8

▲ 0.4

▲ 1.2

▲ 6.1

▲ 0.2

▲ 3.3

▲ 0.2

▲14.8
＋6.0

▲17.7

全体の削減量

リユース支援システム

オンラインショッピング

SCM

ITS

エコドライブ

ユビキタスシステム合計

ユビキタス分野の電力消費

物流・配送管理支援システム

BEMS

ペーパーレス化

電子出版

テレワーク／ＴＶ会議

HEMS

産業構造の転換による追加削減量

試算結果の詳細
評価対象システムの選定

既存システムの評価により、今後ＣＯ２削減効果が大
きいと期待される以下のシステムについて、2010年の

普及率及びＣＯ２削減効果を設定し、産業連関表を用
いて試算を実施。

○

人や物の移動が
少なくても済むよ

うにする

物の生産や消費
が少なくても済
むようになる

エネルギーの利
用効率を改善す

る

電子出版
（音楽・画像配信等、
ユビキタスコンテンツ

流通を含む。）

ペーパーレス化
（電子政府・電子自

治体を含む。）

SCM
リユース支援

システム

物流・配送管理
支援システム

オンライン
ショッピング

HEMS一般家庭

テレワーク／
TV会議

BEMS事務所・店舗

エコドライブ
システム

ITS

生産・流通・
輸送

CO2削減効果

システムの
利用主体

人や物の移動が
少なくても済むよ

うにする

物の生産や消費
が少なくても済
むようになる

エネルギーの利
用効率を改善す

る

電子出版
（音楽・画像配信等、
ユビキタスコンテンツ

流通を含む。）

ペーパーレス化
（電子政府・電子自

治体を含む。）

SCM
リユース支援

システム

物流・配送管理
支援システム

オンライン
ショッピング

HEMS一般家庭

テレワーク／
TV会議

BEMS事務所・店舗

エコドライブ
システム

ITS

生産・流通・
輸送

CO2削減効果

システムの
利用主体

 

2010年におけるユビキタスシステムの環境負荷低減効果及び普及予測について、既存の評価事例

を参考に、以下のとおりシナリオを設定。

○ ユビキタス分野における電力消費量の予測

○ 評価対象ユビキタスシステムのシナリオ設定

製造業の３０％返品率が現状の約３%から半減するサプライチェーンマネジメント（ＳＣＭ）

機械製造業の４０％
機械製品生産の3.6%がリユース製品利用で代

替
リユース支援システム

自動車の２０％燃費 ２％改善高度交通システム（ＩＴＳ）

一般用 ０．５％、業務用 １２％一般用 燃費5.8%改善、業務用 燃費10%改善エコドライブ

道路貨物輸送の ８％効率 ６％向上物流・配送システム

普及予測（２０１０年）環境負荷低減効果システム

電力消費の増加 ４５４．３億ｋＷｈ

２０１０年２０００年

２９５．５億ｋＷｈ

業務部門（ビル）の３０％
工場の １０％

ビルの省エネ率： 空調12.5%、照明33.0%、
給湯7.5%。 工場の省電力率：4%ビルエネルギー管理システム（BEMS）

コピー用紙の ２８％コピー用紙の削減ペーパーレス化

出版の １０％印刷用紙の削減電子出版

就業者の25%
週平均2日（勤務日数の40%）のテレワークを想定通勤移動の削減テレワーク／TV会議

全世帯の １７％省エネ率：エアコン14%、その他家電機器10%家庭向けｴﾈﾙｷﾞｰ管理システム（HEMS）

小売の ５％
買物交通 普及分の50%削減

配送交通及び包装用紙 普及分だけ増加
オンラインショッピング
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４ ユビキタスネット社会のイメージ図  

① 生産・流通分野 

 

生産・流通分野における CO2削減には、物流・配送管理支援システム、SCM（サプライチ

ェーンマネジメント）、リユース支援システム（リサイクル・トレーサビリティを含む）が活

用される。 

物流・配送管理支援システムは、物流 EDI 標準の普及浸透により物流における情報流通が

円滑化することで、積載率の向上や共同配送等が進展し、物流管理の高度化・効率化を実現

する。 

SCM は、原材料や部品の調達から最終顧客までの、複数企業にまたがる製造・流通の業務

プロセス全体を一つの供給の連鎖として統合管理する。需要量についての情報が生産者側に

も共有されることで、需要量に合わせた生産・流通が進展する。 

リユース支援システムは、製品や部品の使用履歴情報を、電子タグ等を活用して管理する

ことで、製品・部品のリユースを促進する。 

××宛

トラック削減

棚卸在庫削減

共同配送

電子タグによる管理

生産・出荷計画
(搬入日指示)

市場の動向、商品の反響、
注文、クレーム情報等

共同配送

滞留在庫の削減

出荷情報

統合納品や混載等により輸送車両の積載率を向上

廃棄廃棄

電子タグによる管理

SCMSCM

物流・配送システム物流・配送システム

需要の情報を生産者が共有し、需要量に合わせて生産・流通
ユビキタスネット

電子タグによる使用履歴情報の管理

商品在庫、出荷情報等

リユース

リユース支援システムリユース支援システム 製品の利用状況の情報を管理することでリユースを促進

情報統合センター
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② 輸送分野 

 

 

輸送分野における CO2 削減には、ITS（VICS の普及による渋滞緩和効果）、エコドライブ

システムが活用される。 

ITS は、VICS（道路交通情報通信システム）搭載のカーナビが渋滞情報を考慮した最適経

路を選択するもので、時間短縮や平均速度向上等の効果が得られる。 

エコドライブシステムは、車載機を設置して、急発進、急加速、急ブレーキ、アイドリン

グなどの運転情報を収集し、この情報をドライバーへ提示して、省エネ運転を促す。 

ITSITS

通信カーナビ

車々間通信車・路肩間通信

交通情報センター

信号機制御

センサー・ノード

位置、行き先等
交通情報、
最適ルートの提示

空き駐車場を
表示・誘導

プローブカー

ワイパーを用いた降雨情報
リアルタイム道路混雑情報

GPS衛星による
位置情報受信

荷積 出発

管理ソフト

車載端末

スピードオーバーです。

報告・改善

エコドライブシステムエコドライブシステム

FM
電波ビーコン
光ビーコン

バス・タクシー・マイカーなど
の位置情報やワイパー情報
等を活用

ユビキタスネット

車載機を設置して運転情報を収集し省エネ運転を促す

渋滞情報を考慮した最適経路を選択することで
道路の利用効率が向上

VICS
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③ 事務所・店舗 

 

 

事務所・店舗における CO2削減には、BEMS（ビルエネルギー管理システム）、ペーパーレ

ス化（電子行政システム、電子カルテ等を含む）、テレワーク／TV 会議（遠隔医療、ｅラー

ニング等を含む）が活用される。 

BEMS は、事務所ビルや工場等における照明、冷暖房、給湯等のためのエネルギー消費を

制御して、必要な快適性を維持しつつ省エネを達成する。 

ペーパーレス化は、行政機関や企業のバックオフィスにおいて、グループウェアなどの導

入や業務のネットワーク化が進展し、情報用紙が ICT へ代替されるものである。 

テレワーク／TV 会議は、ICT の高度化により、必要なデータへのアクセスや TV 会議の利

便性が高まることで、通勤や業務のための移動に代わって、テレワーク／TV 会議の利用が拡

大するものである。 

ICカードによる支払

IP電話

BEMSBEMS

VPN構築による
セキュリティ

電子決裁

テレワーク／TV会議テレワーク／TV会議

空調

在室
センサー

照明
センサー

温度
センサー

照明

空調

在室
センサー

照明
センサー

温度
センサー

照明

ユビキタスネット化

照明、冷暖房等のためのエネルギー消費を制御

データへのアクセスやTV会議の
利便性が高まることで、通勤や業
務移動が減少

業務のネットワーク化により情報
用紙のICTへの代替が進展

設備系ネットワーク

社内ＬＡＮ

IPによるビル内ネットワークインフラの一本化

申請書

申請者
証明書

申請書

申請者
証明書

行政事務の電子化
ペーパレス化

住民基本台帳カード

△△市

2013年 8月31日まで有効

生年月日

氏 名

住 所

連 絡 先

昭和**年**月**日 性別 男

住基 太郎

○○県△△市◇◇町2丁目2番1号

△△市役所市民課 TEL:123-456-7890

写真
20mm

×
16mm

住民基本台帳カード

△△市

2013年 8月31日まで有効

生年月日

氏 名

住 所

連 絡 先

昭和**年**月**日 性別 男

住基 太郎

○○県△△市◇◇町2丁目2番1号

△△市役所市民課 TEL:123-456-7890

写真
20mm

×
16mm

住基カード
公務員のテレワーク

電子申請

電子化

電子政府・電子自治体

ペーパーレス化ペーパーレス化
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④ 一般家庭 

 

 

一般家庭における CO2削減には、HEMS（家庭用エネルギー管理システム）、電子出版（音

楽・画像配信等、ユビキタスコンテンツ流通を含む）、オンラインショッピングが活用される。 

HEMS は、家電製品がネットワークを介して連携し、家庭における照明、冷暖房等のエネ

ルギー消費を制御する。 

電子出版は、紙を媒体とした出版物が ICT に代替されるものである。特に一度しか読まれ

ないものについては代替可能性が高いとされる。 

オンラインショッピングは、消費者がインターネットを利用して物品を購入することで、

買物へ出かける手間を省く。 

家庭内のあらゆる機器を
ネットワークで結ぶ

人の有無、室内環境等を計測

ホームサーバ

インターネット

携帯端末等を通じた監視・制御

電力消費量データ
機器の動作状況 等

各機器のＯＮ・ＯＦＦ
動作予約

HEMSHEMS

ユビキタスネット化

空調機器の連携
協調運転

家電製品が連携し、照明、冷暖房等を制御 電子出版電子出版

紙を媒体とした出版物、ＣＤ等音楽ソフトが
ICTに代替

オンラインショッピングオンラインショッピング

インターネットを利用した物品購入で買物交通が減少

電子化

オンラインショッピング

電力会社

家電メーカー等

電力消費量データ

機器の利用状況データ
データの利活用

故障です。故障です。

自動通報

修理手配
保守時期を通知

電子出版

音楽配信
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⑤ 環境計測 

 

 

地球温暖化をはじめ、環境問題は複雑化・広域化している。特に CO2排出量のモニタリン

グは、京都議定書の発効とともにその重要性を増している。 

複雑かつ広範囲な環境変動をとらえるためには、地球観測衛星、航空機、携帯電話、PDA、
電子タグ、センサーネットワークなどを組み合わせて、いつでも、どこでも幅広い情報を包

括的に収集できる包括的環境モニタリングシステムが不可欠である。 

モニタリング結果のデータは、環境情報クリアリングハウス（情報の公開・交換の場）を

整備して集約し、可視化等によりわかりやすく分析したうえで公開していく仕組みが必要で

ある。 

インターネット

工場における計測ネットワーク

自動的にデータを
収集・分析

無線ICタグ、センサーネットワークの活用によ

る、細かい環境計測と効率的なデータ収集を
実現。

公表

地上の計測ネットワーク

あらゆる物から計測

環境状況の可視化

高

・CO2濃度等の分布を地図上に

表示することで可視化を実現。

・海洋・大気観測（海面水温、大気温、降水
等）や大気組成（オゾン、CO2等）の観測。
・陸域観測（植生、土地利用等）

地上の計測ネットワークも活用

・地上の計測ネットワークと合わせることで、
CO2の移動、発生源の特定等にも活用。

人工衛星の活用

ユビキタス環境モニタリングユビキタス環境モニタリング

 

 


